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１．２０２３年度事業活動方針

　一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会（以下SIPSという）は、グローバルの視点からサプライチェーンにおける情報連携のプラットフォーム構築を目指して、国連CEFACT日本委員会の作業部会である技術手法委員会の事務局を担う研究会である。また、SIPSは経済産業省により進められてきたビジネスインフラ整備事業である業界横断EDI仕様を継承し、グローバルな情報連携との相互運用性を保ちながら、その成果を金流・商流・物流の情報連携を含め、サプライチェーンに関る業務・業種に幅広く拡充してゆく役割も担っている。

昨今の国連CEFACTの活動の中で、電子化文書（メッセージ）の標準化推進から共通辞書（CCL：Core Component Library）をベースとした分野別参照モデル（RDM：Reference Data Model）の整備、及びRDMに基づく情報連携のAPI化が進められつつある。また、国内では、デジタル庁等の主導により包括的情報連携のアーキテクチャに基づくデータ連携基盤の構築に取り掛かっている。
以上を鑑み、SIPSは国連CEFACTのAPI化推進に積極的に参画するとともに、国内DX（デジタル・トランスフォーメイション）の推進基盤となるデータ連携基盤を国際的セマンティック・ハブである国連CEFACT標準と整合化してゆくことを支援する。更に、実装に役立つ情報／ツールの提供と導入スキルの普及に努め、国内外のDX推進に貢献することを方針とする。

　また、経済産業省により2021年度より進められている貿易手続きのデジタル化推進事業への参画を継続し、2023年に国連CEFACTが開始した貿易金融プロジェクトと整合し、国際標準に基づく電子化された商流・物流・金流の情報をシームレスにつなぐデータパイプラインの仕組みの構築・普及に貢献する。当該事業はSIPSの収益事業の一環として推進し、SIPS活動の継続的収支バランスに寄与することを目指す。
２．運営体制

SIPSは会員の意向に従い自主的に運営される一般社団法人であるとともに、国連CEFACT日本委員会（以下JECという）の作業グループ：技術手法委員会の事務局を担当した。よって、SIPSの事業活動計画は、SIPS会員の合意に従い、国連CEFACT日本委員会の方針に沿って立案されたものである。

　SIPS総会の下の理事会においてSIPSの事業活動計画を立案し、その活動を支援し、また管理を行った。

　理事会は、SIPS事業の運営および事業の実施に必要な組織・予算等の事業企画を行い、総会の承認を得た上で、国連CEFACT日本委員会・技術手法委員会の下に具体的活動を行う次のタスクフォースを設置した。
· 国際連携タスクフォース

· 業界横断EDIタスクフォース

　SIPSの事務局は、総会で承認された計画に基づき理事会およびタスクフォースの活動を支援した。事務局運営の一部は、一般財団法人日本貿易関係簡易化協会（事務所サービス）およびニッケイコンサル（経理事務業務）に委託した。

　SIPSの事業活動のうち、理事会で必要と認めた作業は、必要に応じてEDI専門のコンサルタントであるビジネスインフラ研究所（所長　菅又久直）に委託した。
　委託内容には次の作業を含む。
· SIPS事業のプロジェクト管理
· 会議（総会、理事会、幹事会）資料の作成
· SIPS WEBページの更新
· 国際会議報告書の作成
2023年度は、SIPSの活動をより積極的に産業界に浸透させ、合わせてSIPSの事業収支を改善させることを目的にコンサルティング事業を受託した。なお、受託した事業を遂行するために、総会の承認のもとにSIPSの理事に活動の一部を再委託した（詳細は「５．収益事業報告」参照）。
３． 総会及び理事会
３．１　総会
　2023年度定時社員総会は、社員総数19名の内14名が出席し、下記要領にて開催され、全ての決議事項は承認された。
日時：2023年6月12日　13時30分～14時30分


場所：オンライン（ZOOM）
決議事項：
· 一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会会員状況が報告され、次の会員の退会を了承した。
退会特別会員
堀内　一


＊2023年2月　ご逝去のため
以上により、2023年度当初の会員は特別会員6、幹事会員5社、正会員8社を含めて社員数19を確認した。また、今年度の賛助会員8団体（前年と同様）を了承した。
· 2022年度事業報告が行われ承認された。
· 2022年度事業収支報告が行われ承認された。
· 2022年度事業監査報告が行われた。
· 2023年度事業計画の提案が行われ承認された。
· 2023年度事業収支計画の提案が行われ承認された。
· 2023年度事業を行うに当たって、一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会の事業活動の一部につき、菅又久直理事及び遠城秀和理事に委託することにつき提案が行われ、異議なく承認された。
３．２　理事会
（1） 第1回理事会
2023年度第1回理事会は、2023年5月24日時点の理事総数9名の内9名、及び監事1名が出席し、下記要領にて開催され、全ての決議事項は承認された。
日時：2023年5月24日　10：30～12：00


場所：オンライン（ZOOM）
出席理事及び監事：
代表理事
　 小島　洋一郎　　　　 豊田商工会議所副会頭

業務執行理事
　 菅又  久直

ビジネスインフラ研究所

理事
　 兼子　邦彦

SCCCリアルタイム経営推進協議会
理事
　 遠城　秀和　　　　　 ITコンサルタント

理事
　 藤野  裕司

EDIエバンジェリスト
理事　　　 伊原　栄一　　　　　 株式会社グローバルワイズ
理事　　   香坂　真人

株式会社JSOL

理事　　　 斉藤　孝平

株式会社NTTデータ経営研究所
理事　　　 柳　　紀夫

日本電気株式会社
監事
　 秋田　潤 

一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
出席理事・監事 10名
審議事項：

・一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会会員および社員
一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会の会員状況が報告され、承認された。


・2022年度事業報告が行われ承認された。

・2022年度収支報告が行われ承認された。

・2022年度事業監査報告が行われた。

・2023年度事業計画の提案が行われ承認された。

・2023年度事業収支計画の提案が行われ承認された。
（2） 第2回理事会
2023年度第2回理事会は、2023年6月12日の総会にて承認された理事9名の内9名、及び監事1名が出席し、下記要領にて開催され、全ての決議事項は承認された。
日時：2023年6月12日　15時00分～15時30分


場所：オンライン（ZOOM）
審議事項：

・代表理事及び業務執行理事の選任

　2023年度定時社員総会にて理事の改選が行われたのに伴い、次の代表理事及び
業務執行理事を選定した。

代表理事
小島　洋一郎

業務執行理事
菅又　久直
・SIPS理事への事業委託。
2022年度定時社員総会にて、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」第84条第2項に基づき、一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会の事業活動の一部につき、菅又久直理事及び遠城秀和理事に委託することが承認されたことに基づき、提出された見積につき審議し、妥当であることが確認された。
４．技術手法委員会
国連CEFACTの活動成果である最新の技術標準を国内産業界に紹介し適用を推進すること、及び国内産業界の情報連携に関わる技術要件を国連CEFACT標準へ反映させることを主たる目的として、SIPSは国連CEFACT日本委員会の下に設置された技術手法委員会を通して活動を行う。技術手法委員会の配下には、次の２つのタスクフォースを設置した。
· 国際連携タスクフォース
· 業界横断EDIタスクフォース

技術手法委員会の活動は配下のタスクフォース会議により遂行され、その資料準備等の作業の経費は、国連CEFACT日本委員会の事務局を務める一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会が負担した。
（１）第1回技術手法委員会

第1回技術手法委員会は、菅又久直理事のリーダーの下、会員委員13名、賛助会員2名の参加によりオンラインで開催された。
日時：2023年7月5日　13時30分～15時00分


場所：オンライン（ZOOM）
審議事項：
· JEC-SIPS連携活動体制及びリーダーの選出
技術手法委員会委員長


菅又久直
国際連携タスクフォース委員長

遠城秀和
業界横断EDIタスクフォース委員長
兼子邦彦
· 2023年度技術手法委員会活動計画
· 技術手法委員会及びタスクフォース活動スケジュール

· 貿易デジタル化推進プロジェクト国連CEFACT提案
（２）第2回技術手法委員会
第2回技術手法委員会は、会員委員11名、賛助会員3名の参加によりハイブリッド形式で開催された。
日時：2024年3月12日　14時00分～16時00分


場所：機械振興会館 5S-1会議室

審議事項：
· 2023年度技術手法委員会活動総括
2023年度技術手法委員会の活動及び国際会議について、菅又委員長より説明が行われた。
· 技術手法委員会

· 国際連携タスクフォース

· 業界横断EDIタスクフォース

· 国連CEFACT会議

· AFACT会議

· TC154総会

· 貿易金融デジタル化推進プロジェクト報告
2023年度、経済産業省補助事業の一貫としてJASTPROよりSIPSが受託した「国際標準の実装を通じた貿易分野のデータ連携を促進する取組・国際標準規格への取組」の活動状況につき、菅又委員長が説明を行った。
· 2024年度技術手法委員会活動についての自由討議を行った。
４―１．国際連携タスクフォースの活動

　　国際連携タスクフォースは、新たな経済連携協定や貿易円滑化協定などの国際取引の枠組みの中で、商取引・金融・生産・物流の情報連携によるビジネスインフラ構築のために、国連CEFACTおよびアジア地域における国際連携調査研究を行った。
（１）国際連携タスクフォース会議

国際連携タスクフォース会議は、遠城秀和理事のリーダーの下、会員委員23名、賛助会員委員4名及びオブザーバー1名の参加により、4回のタスクフォース会議を通して次の調査研究を行った。なお、委員の利便性のため全てのタスクフォース会議はオンライン（ZOOM）で行われた。
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第1回タスクフォース

　2023年7月19日

（オンライン）

15

・貿易デジタル化推進プロジェクト

  =>国連CEFACTの貿易デジタル化プロジェクトでは、ICC

　　（国際商業会議所）が進めるUNCITRALのMLETR（電子的転送

　　可能記録のためのモデル法)に則って進めるとしている。

・AFACT中間会議（京都）報告

・RDMによるメッセージ構築法

  =>日本の業界向けサブセット策定ツールになりえることを期待

第2回タスクフォース

　2023年9月9日

（オンライン）

11

・貿易金融国際標準化プロジェクト進捗報告

　=>信用状プロセス業務要件仕様書案

・国連CEFACTフォーラム対処方針

　=>信用状プロセス業務要件仕様書提案

　=>インボイス用追加BIE提案

　=>技術仕様ドメインで参照データモデル見直し審議

　=>旅行観光部会でAPI化新規プロジェクト提案

・国連CEFACTでのESG関連プロジェクト紹介

第3回タスクフォース

　2023年11月15日

（オンライン）

10

・国連CEFACTフォーラム（バンコク）報告

　=>貿易金融プロジェクトは隔週でオンライン会議開始

・国連CEFACT総会（ジュネーブ）報告

　=>副議長の改選

　=>菅又はアジア太平洋ラポータに再選

・TC154総会（香港）報告

　=>国連CEFACTよりBSP参照データモデルのIS化提案

　=>中国よりブロックチェーンベースの電子BL提案

　=>ISO7273(TDED)のメインテナンスプロジェクト再開

第4回タスクフォース

　2024年1月24日

（オンライン）

13

・国連CEFACT新体制紹介

・貿易金融プロジェクト進捗報告

　=>信用状プロセスBRSはチームレビュー開始

　=>海上貨物保険BRS作成開始

　=>インボイスBIE追加審議完了

・ISO TC154プロジェクト進捗報告

　=>デジタルビジネス担当WG

       ＊カーボンデータ標準化プロジェクトは進捗が停滞。

　　　＊電子商取引における製品品質標準が検討中。

　　　＊Blockchainによるスマートコントラクト・プロジェクトは賛

　　　　　成国が少なく立ち上がらず。

　=>国連CEFACTとの合同WGは次のプロジェクトを担当

       ＊BSP参照データモデル

　　　＊電子BL

       ＊TDEDメインテナンス

・貿易デジタル化国際情勢報告

　=>WTO電子商取引交渉に関する共同議長が13条文のデジタル貿易ルー

ルに合意したことを発表。

  =>国際商業会議所（ICC）の作業グループが、貿易デジタル化に関わる文

書の分析結果と、使用される標準データ要素の一覧を発表.


（２）国連CEFACTにおける国際標準化とその普及
（２－１）国連CEFACT日本委員会のエキスパートとして、国連CEFACTにおける手法技術PDA、国際サプライチェーンPDA、およびライブラリ管理チームに参加し、日本提案を含む標準の策定・保守と普及に貢献した。
· 第40回国連CEFACTフォーラム（ジュネーブ）2023年5月8日～5月12日
· 第41回国連CEFACTフォーラム（バンコク）2023年10月2日～10月6日
· 第29回国連CEFACT総会（ジュネーブ）2023年11月9日～11月10日
国連CEFACTへの参加により、SIPS及び日本企業が行った主な成果は次の通り。
· 2022年度にSIPSが経済産業省事業として実施した貿易デジタル化推進事業の成果を基に、国連CEFACT貿易金融プロジェクトに日本の貿易商社や貿易情報交換プラットフォーマの業務要件を反映させるとともに、プロジェクトの推進に貢献した。
· 国連CEFACT貿易金融プロジェクトの推進体制を提案
· 信用状（Documentary Credit）の業務要件仕様（BRS）策定
· 貿易に関わるインボイスに必要な情報項目追加提案
· 参照データモデル（RDM）の見直しを提言。
· 貿易金融のための新RDM提案。
· Buy-Ship-Pay RDMの構造及びサブセット化検討を提言
参加した国連CEFACT関係会議は次の通り。
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第40回国連CEFACTフォー

ラム

2023年5月8日～5月12日 ジュネーブ

・国連CEFACT貿易デジタル化推進プロジェクト

  =>日本の貿易デジタル化調査結果報告

　　＊データ項目の粒度の相違

　　＊金流ネットワークと商流・物流ネットワークの同期

  =>貿易金融参照データモデルの提案（日本）

  =>国連CEFACTプロジェクトへの提言（日本）

第41回国連CEFACTフォー

ラム

2023年10月2日～10月6日 バンコク

・貿易デジタル化推進プロジェクト

  =>プロジェクト体制の確立

　　＊日本は信用状、貨物保険を担当し、商流BIEの見

直しに参加。

・ICC-DSI合同コンファレンス

   =>貿易文書とデータ項目の見直しと整理が始まった。

・物流ドメイン会議

　=>海事シングルウィンドウ

　　 ＊国連CEFACT運輸物流プロジェクト

・金融支払ドメイン会議

  =>信用状BRSの日本提案

・技術仕様ドメイン会議

  =>BSP参照データモデルの見直し審議

・簡易化インボイスメッセージ検討会議

  =>EU指令に対応したCIIサブセットの検討

第29回国連CEFACT総会

2023年11月9日～11月10日 ジュネーブ

・国連CEFACT役員の改選

  =>副議長６名の選出（2名は再選）

  =>アジア太平洋地域ラポータに菅又が選出（再任）

・国連CEFACT開発概要

  =>各PDAごとの活動状況総括

・地域ラポータ報告

  =>菅又よりAFACT活動中心に報告

・勧告

  =>勧告48号（政府貿易円滑化機関への民間の参加）

紹介

・標準及び導入ガイド

  =>前回の総会以降に発行した標準とガイドを紹介

・ESG特別チーム報告

・将来への挑戦

  =>国連CEFACTの将来についての議論と、将来の優

先分野についての議論

  =>デジタルとグリーン変革を政策指針としてどのように

統合できるか


（２―２）AFACTを通じ、アジア各国の情報連携電子化状況とその取組みを調査するとともに、国連CEFACT標準に基づくSIPSビジネスインフラの普及を図るために活動した。2023年は日本と中華台北がAFACTの共同議長を務めた。
· AFACT中間会議（京都）2023年7月10日～11日
· AFACT総会（台北）2023年12月1日～2日
2023年におけるAFACTの主な活動は次の通り。
· 持続開発／循環型社会に貢献するためのデジタル化を推進する新たな部会を設立。
· eASIA賞の審査・発表イベントを開催。
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AFACT中間会議 2023年7月10日～7月11日京都

・eASIA賞計画審議

  =>テーマと日程を決定

・BDC（Business Domain Committee）

   =>貿易手続WG

　　＊国連CEFACT貿易金融プロジェクト紹介

　 =>旅行WG

　　＊”Experience Program”及び”Sustainable

Tourism”を紹介

  =>新たなWG、 Sustainable Development & Circular

Economy WGが３つのプロジェクトを開始

　　＊Carbon Footprint Verification & Tax

　　＊Agriculture ESG

　　＊MaaS (Mobility as a Service)

・TMC（Technology and Methodology Committee）

　=>ISO TC154の活動を紹介

・シングルウィンドウアセスメント手法（SWAM）紹介

AFACT総会 2023年12月1日～12月2日台北

・カントリーレポート

  =>中華台北、韓国、インド、タイ、日本が報告

・第41回国連CEFACTフォーラム報告

  =>貿易金融プロジェクト（菅又）

  =>リージョナルシングルウィンドウ（渡邊）

  =>重要原材料プロジェクト（スカーレット）

・第29回国連CEFACT総会報告（清友）

・委員会及びWG報告

　=>旅行観光部会

　　＊Sustainable Tourismプロジェクト

　　＊DMO&DSCパッケージツアープロジェクト

　=>持続開発／循環型経済部会

　　＊カーボンNet-Zeroプロジェクト

　　＊スマート農業プロジェクト

  =>技術手法委員会

　　＊TC154総会報告

・eASIA賞

　=>カテゴリ：Smart Governance and Management

　　＊Mobile e-Certified Notice Project（韓国）

　　＊New TaiPAY（中華台北）

　=>カテゴリ：Digital Transformation for SMEs

　　＊Digital receipt solution（韓国）

　　＊Digital Trade Infrastructure （日本）

　=>カテゴリ：Sustainability and Circular Economy

　　＊Mobility as a Service, Kaohsiung（中華台北）

　　＊Facilitating the carbon inventory（中華台北）


（２－３）国連CEFACTとリエゾン関係にあるISO TC154（Processes, data elements and documents in commerce, industry and administration）の会議に参加し、関連ISO TC154標準化活動を調査した。
· ISO TC154総会（香港）10月24日～27日
TC154と国連CEFACTの間で合同作業グループの活動に関する合意書が取り交わされ、次のプロジェクトが進められている。
· 電子船荷証券（eBL）プロジェクト
· Buy-Ship-Pay参照データモデルのIS化
· 物流サービスプロバイダー間の情報交換
· 貿易データ要素辞書（TDED）のメインテナンス
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ISO TC154総会 2023年10月24日～10月27日 香港

・TC154委員長（中国）報告

　=>TC154とUNECEとの間で合同作業グループの活動

に関するTORが合意された。

　=>TORに基づきJWG9（国連CEFACTセマンティックスと

の調整）が設立された。

・JWG1（EDIFACT）

　=>ISO9735-11（V3をV4の基で使用）公開。

・WG6（Trusted Communication）

　=>「ブロックチェーンベースのプラットフォーム導入ガイ

ド」が最終投票間近。

　=>「電子署名付きPDFの長期保存」がCD投票に入る。

・WG5（日時表記）

　=>ISO8601のコンフォーマンステストサイト解説。

・JWG9（UNECEとの合同WG）

　=>以下のプロジェクトを担当する。

　　＊ブロックチェーンベースの電子BL

　　＊BSP参照データモデル

　　＊物流サービスプロバイダー間のデータ交換

　　＊TDED保守

・WG7（デジタルビジネス）

　=>エンタープライズ正規モデル

　=>カーボンデータ標準

　=>インダストリアルインターネット

　=>リスクベース製品品質

　=>スマートコントラクト

・TC307（ブロックチェーン担当）との合同WG設立提案は

否決された。


４－２．業界横断EDIタスクフォースの活動
　業界横断EDIタスクフォースは、国連CEFACT共通辞書とタイムリーに連動する国内用の業界横断EDI辞書を保守管理し、当該辞書を核にした業界横断EDI仕様の国内産業界に展開することを目的とした。
（１）業界横断EDIタスクフォース会議
業界横断EDIタスクフォースは、兼子邦彦理事のリーダーの下、会員委員30名、賛助会員委員9名及び1名のオブザーバー参加により、4回のタスクフォース会議を開催した。
[image: image5.emf]TF会議 参加人数 審議事項

第1回業界横断EDIタスク

フォース

　2023年8月2日

（オンライン）

17

・業界横断EDI辞書

　=>2023年A版対応の業界横断EDI辞書説明

　=>中小企業共通EDIより提起された2023年B版対応サブ

　ミッション審議

・業界横断EDIメッセージBIE表新ツール機能紹介

・国内DXの動向調査

　=>デジタル田園都市国家構想閣議決定

　=>デジタルライフライン全国総合整備計画検討方針

　=>デジタル社会の実現に向けた重点計画閣議決定

  =>中小企業庁・デジタル庁・デジタル田園都市国家

     構想等の「データ連携基盤」を（ウラノス エコシステム）

　　に統一

    =>DADC企業間取引プログラム将来ビジョン検討会設置

・水道情報活用システムの紹介

第2回業界横断EDIタスク

フォース

　2023年10月17日

（オンライン）

15

・貿易EDI仕様活用ツールの紹介

    =>補足情報（SC)取扱い

    =>参照データモデル使用

    =>XMLインスタンス生成

・国連CEFACTフォーラム（10/2-10/5)報告

・国内DX進捗状況

　=>サプライチェーンデータ連携の仕組みに関するガイドライン

     （蓄電池関係）

　=>骨太の方針2023（R5. 6月16日）

  =>テクノロジベースの規制改革推進委員会

  =>デジタル行財政改革会議

第3回業界横断EDIタスク

フォース

　2023年12月13日

（オンライン）

16

・業界横断EDI辞書2023年B版

・AFACT総会／eASIA賞（台北）報告

  =>Mobile e-Certified Notice Project（韓国）

  =>New TaiPAY（中華台北）

  =>Digital receipt solution（韓国）

  =>Digital Trade Infrastructure “TradeWaltz”（日本）

  =>Mobility as a Service, Kaohsiung MeNGo（中華台北）

  =>Facilitating the carbon inventory to reduce GHG

emissions（中華台北）

・国内DX進捗状況

　=>データ連携基盤ウラノス立ち上がり

　　　アーキテクチャ

　　　蓄電池実証実験

　=>内閣府規制改革推進会議で地方自治体の調達システム

　　　見直し

　=>デジタル庁の規制改革推進委員会・テクノロジーベース

　　の規制改革推進委員会にて改訂テクノロジマップを発表

・ITCAより日本版SCRDM策定提案

第4回業界横断EDIタスク

フォース

　2024年2月14日

（オンライン）
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・貿易金融プロジェクト進捗状況報告

　=>信用状プロセス

  =>海上貨物保険プロセス

・日本版SCRDM提案

　=>異なる業界EDI間連携を目指す

・国内DX進捗状況

　=>データ連携基盤ウラノスの講演

　=>蓄電池プロジェクトの目的

  =>全国中小企業団体中央会に、共通EDIとの連携働きかけ

　=>テクノロジーマップにQRコードを追加提案


（2） SIPS業界横断EDI仕様の国際標準化推進


・SIPS提案情報項目を反映した最新版の国連CEFACT共通辞書の日本語版を
整備（2023年版A版、2023年B版）した。なお、日本語版の作業経費は一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会が負担した。
・産業界の要請により、国連CEFACT共通辞書への追加・変更要求を提出し、そのハー
モナイゼーションに参画して合意を得た。
· 中小企業共通EDI対応
（3） SIPS業界横断EDI仕様の国内業界への展開
・国連CEFACTメッセージ策定支援サービス提供メニューを揃えたが、2023年度にお
いては業界・企業からの具体的要請が無かった。
・経済産業省の貿易金融デジタル化事業の一貫として、貿易EDI仕様活用ツールが整備され、SIPS業界横断EDI仕様の展開でも使用できるように整備した。
（4） 国内DXの動向調査
・兼子委員長を中心に、国内DXの動向を継続的に調査した。調査した項目は以下の通り。
· 骨太の方針2023
· デジタル田園都市国家構想

· デジタルライフライン全国総合整備計画

· デジタル社会の実現に向けた重点計画

· ウラノスエコシステム（データ連携基盤）

· DADC企業間取引プログラム将来ビジョン検討会

· サプライチェーンデータ連携の仕組みに関するガイドライン

· デジタル庁テクノロジーベースの規制改革推進委員会

· デジタル行財政改革会議　
· 内閣府規制改革推進会議（地方自治体の調達システム見直し）
５．収益事業報告
一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会（JASTPRO）より、経済産業省「貿易プラットフォーム活用による貿易手続きデジタル化推進事業」の一環として「国際標準の実装を通じた貿易分野のデータ連携を促進する取組：国際標準規格への取組」を受託し、業務を実施し完了した。
（１）事業内容

本事業は、貿易プラットフォームによるデータ連携を行うため、金流商流物流の情報接点となるL/C等貿易決済（トレードファイナンス）に関わる情報モデル（TFFRDM: Trade Finance Facilitation Reference Data Model）を国連CEFACTの新プロジェクトとして提案し、2023年度中に実施した国際標準規格への取組の成果について取りまとめたものである。これは、2022年度に実施されたトレードファイナンス・タスクフォースのマッピング作業により顕在化した貿易実業務と国際標準の差異を解消するための国連CEFACT標準規格への変更申請を実現化するための取組である。
成果物として以下の内容を含む。
I. 国連CEFACTプロジェクトの体制と進捗状況
II. TFFRDMプロジェクト提案
III. Documentary Credit業務要件仕様提案
IV. TFFRDM情報モデル　
V. 今後の標準化活動計画
（２）収益事業収支
[image: image6.emf]収入

受託金額 ¥3,850,000

合計 ¥3,850,000

支出

直接人件費 ¥1,155,000

菅又久直 ¥924,000

遠城秀和 ¥231,000

直接経費 ¥57,170

SIPS管理費 ¥1,599,329

合計 ¥2,811,499

収益 ¥1,038,501


６．理事への委託業務報告
　SIPS活動を円滑におこない、また収益事業を遂行するため、2023年度総会にて承認された以下の作業につき、菅又久直業務執行理事及び遠城秀和理事に委託した。
６．１　SIPS定例業務の委託
　菅又久直業務執行理事へ下表の業務を委託した。
[image: image7.emf]数量 委託業務費 数量 委託業務費

事務局経費 SIPSプロジェクト管理 12か月 ¥792,00012か月 ¥792,000

委員会経費 総会／理事会／幹事会 4回 ¥132,0003回 ¥99,000

普及啓発費 レジストリ登録管理 0ドメイン ¥00ドメイン ¥0

普及啓発費 WEB更新 12か月 ¥198,00012か月 ¥198,000

調査研究費 国際会議報告 1回 ¥33,0004回 ¥132,000

合計 ¥1,155,000 ¥1,221,000

予算 実績

委託作業項目 費目


６．２　収益事業の委託
　SIPSが一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会（JASTPRO）より受託した「国際標準の実装を通じた貿易分野のデータ連携を促進する取組：国際標準規格への取組」を遂行するため、SIPSより菅又久直業務執行理事及び遠城秀和理事へ下表の業務を委託した。
[image: image8.emf]菅又久直業務執行理事への委託

国際標準規格への取組 1式 ¥924,000

遠城秀和理事への委託

国際標準規格への取組補助 1式 ¥231,000
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